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【問題と目的】現代の親は核家族化による孤立（岩田, 1997）や乳幼児とのふれあい経験の不足

から，育児への自信喪失や不安を抱きやすい（阿部，2015）。両親学級は重要な介入機会だが，

既存のプログラムは医学的・技術的指導に偏り，親の内面的な自信を支える情動的側面へのアプ

ローチは不十分である（ファザーリング・ジャパン, 2020）。そこで本研究では Bandura(1977)

の自己効力感理論に基づく独自スライドを導入し，情動的アプローチの有効性を検証する。あわ

せて，参加者の属性やプログラムの評価が心理的変容に及ぼす影響を検討し，変容の規定因子と

メカニズムを多角的に解明することを目的とする。本研究は，従来の知識・技術習得を中心とし

た支援を補完する新たな心理的支援のあり方を提示するとともに，参加者の属性やリソースに応

じた実効性の高い両親学級の運営指針を提示する点で実践的意義を有する。 

【方法】首都圏 A 市の両親学級に参加した初産婦とそのパートナー223名を対象に実施前後に質

問紙調査を行った。介入効果の分析には 2 つ以上の欠損値がある者を除いた 201 名（女性 102

名，男性 99 名）を，独自スライド関連の分析にはスライド視聴者 169 名（女性 85 名，男性 84

名）を分析対象とした。主要尺度として親性準備性（佐々木, 2007; 八木・山口, 2025），育児自

己効力感（金岡, 2011），育児不安（手島・原口, 2004）：「中核的育児不安」を実施前後に共

通して用いた。また，実施後に，属性（年齢，妊娠週数：母親のみ），背景（ふれあい経験，育

児サポート，参加動機・意欲），および各プログラム評価（沐浴，保育体験，メンタルヘルス，

妊婦体験，独自スライド）を測定し，分析の独立変数とした。独自スライドは，Bandura(1977)

の自己効力感理論に基づき，妊婦体験を待つ間の 10 分間に，乳児の写真と先輩父母のメッセー

ジが書かれた 10 枚を投影する構成とした。分析では，尺度間相関および背景要因（ふれあい経

験，参加動機，育児サポート）の性差を検証後，時期（前後）×性別の二要因混合分散分析にて

介入効果を検証した。また，各尺度の「実施後得点」および「変化量（post-pre）」を従属変数

とした重回帰分析により変容の規定因子を特定し，有意な関連が認められた変数については，高

低 2群×時期（前後）の二要因混合分散分析を行い，詳細に検討した。 

【結果と考察】分析の結果，主要 3尺度すべてにおいて時期の主効果が認められ，プログラム受

講により男女共に親性準備性と育児自己効力感が有意に向上し，育児不安が有意に低減した（い

ずれも p < .001）。特に育児不安では時期と性別の交互作用が有意傾向にあり，事前の女性の高

い育児不安が受講後には男性と同水準まで低下するという「性差の収束」が確認された。変容の

規定要因には性差が認められた。女性では「保育体験」の評価や「独自スライド」の視聴が自己

効力感の向上を予測しており，具体的実習と視覚的・情動的介入の双方が有効であった。一方，

男性では受講時の「主体的な参加意欲」のみが親性準備性の向上を予測しており，内的動機付け

が変容の起点となることが示された。 

本研究の結果，両親学級は男女が等しく育児のスタートラインに立つための心理的な予防的介

入として有効であり，自己効力感の複数の情報源への働きかけが多面的な変容を支えたことが示

唆された。今後は，男性の当事者意識を高める動機付けの強化や，低リソース層への個別フォロ

ー，さらには地域全体の到達率（現状約 23%）の向上が課題である。本知見は，対象者の特性

に応じた個別最適化された支援プログラム開発の基礎資料として重要な意義を持つと考えられ

る。 
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